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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自発分極を示す分極処理が行われた分極処理強誘電体の脱分極方法であって、
　前記分極処理強誘電体の初期状態における、Ｃ／Ｎの単位系で定義される圧電性レベル
を測定する、初期圧電性レベル測定工程と、
　前記分極処理強誘電体の自発分極が残らない状態の指標である、前記分極処理強誘電体
の圧電性レベルの目標消失レベル値を設定する設定工程と、
　前記分極処理強誘電体に、自発分極方向と逆向きの電界を印加する電界印加工程と、
　前記電界印加工程中における、前記分極処理強誘電体の分域構造の分極を反転させる分
域反転中における、前記分極処理強誘電体全体の印加中圧電性レベルを測定する、印加中
圧電性レベル測定工程と、
　前記分域反転中における前記印加中圧電性レベルが、前記目標消失レベル値以下である
かを判定する判定工程と、
　前記判定工程において、前記印加中圧電性レベルが、前記目標消失レベル値以下である
場合に、前記電界印加工程での電界印加を停止する停止工程と、を備える、分極処理強誘
電体の脱分極方法。
【請求項２】
　前記判定工程において、前記分域反転中における前記印加中圧電性レベルが、前記目標
消失レベル値以上である場合に、
　前記印加中圧電性レベルが、所定の最低値を示した後において、
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　前記電界印加工程を停止する停止工程と、を更に備える、請求項１記載の分極処理強誘
電体の脱分極方法。
【請求項３】
　前記判定工程において、前記分域反転中における前記印加中圧電性レベルが、前記目標
消失レベル値以上である場合に、
　前記印加中圧電性レベルが、所定の最低値を示した後において、
　前記電界印加工程と逆極性である逆電界を印加する逆電界印加工程と、を、更に備える
請求項１記載の分極処理強誘電体の脱分極方法。
【請求項４】
　前記逆電界印加工程において、前記印加中圧電性レベルが、前記目標消失レベル値以下
である場合に、前記逆電界印加工程での前記逆電界印加を停止する停止工程と、を備える
、請求項３記載の分極処理強誘電体の脱分極方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、強誘電体デバイスに使用される、分極処理された強誘電体を脱分極する方法
、特に外部印加電界による脱分極方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　強誘電体は自発分極方向が同じとなる分域を有し、外部電界印加により、該分域の構造
が変化する。この反転可能な自発分極の存在により、強誘電体は高い誘電率と、焦電性と
、圧電性と、残留分極とを有する。強誘電体が圧電性を得るためには、前記分極を電界印
加方向に優勢的に配向させる、分極処理が必要であり、通常、高電界の印加を行う。
【０００３】
　電界（Ｅ）に対する分極（Ｐ）と電界誘起歪（ΔＬ／Ｌ）の関係を、図１の強誘電体の
概念図に示す。分極処理前の未分極状態では強誘電体に電界誘起歪は発生ぜず、ある閾値
電界以上で分域が電界方向にそろいはじめ、自発分極と、電界誘起歪とが検出される。分
極方向と印加電界方向が同じである場合には、電界誘起歪と分極とは印加電界とともに増
大するが、分極方向と印加電界方向が逆である場合には、歪と分極とは電界とともに減少
するが、途中の抗電界（Ｅｃ）で反転が生じ、Ｐ－Ｅヒステリシス曲線とバタフライ形の
電界誘起歪曲線とが得られる。分極処理後の強誘電体は、電界印加方向に優勢的分極成分
を有するために、図1に示すように、残留分極と残留歪が生じる。分極処理した強誘電体
圧の電界誘起歪は、圧電歪と呼ばれ、外部電界を取り除いた場合は、圧電歪は残留歪点に
戻るために、強誘電体の歪を保持するためには、電圧印加を続けなくてはならず、消費電
力の増大が問題となっている。
【０００４】
　前述の歪保持における消費電力量の問題に対し、強誘電体に状態保持のメモリ機能を付
与する電界インプリント方法が提案されている（特許文献１）。しかしながら、前記電界
インプリント方法では、強誘電体の１００℃以上の昇温加熱処理と、1時間以上の高電界
印加工程とが必要なために、該工程中における強誘電体へのダメージの発生が問題となる
。
【０００５】
　また、前述の歪保持における消費電力量の問題に対し、強誘電体の分極処理前後に発生
する、残留歪の繰り返し利用が考えられるが、この場合では、分極処理後の強誘電体を未
分極状態にする、脱分極処理（あるいは、「消分極処理」と呼ばれるが、以下、「脱分極
処理」を使用する）が必要となる。前記脱分極処理には、強誘電体を脱分極温度（Ｔｄ）
以上に加熱する熱的脱分極方法のほか、強磁性体の消磁処理と同様に、振幅を下げながら
双極性パルスないし、交流電圧を印加する電気的脱分極方法が提案されている。（特許文
献２、非特許文献１）
【０００６】
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　しかしながら、前記熱的脱分極方法では、強誘電体デバイスの昇温加熱ユニットによる
構造の複雑化と、消費電力の増大と、排熱処理との問題が生じる。さらに、前記電気的脱
分極方法では、電圧印加による強誘電体の分極反転回数の増大のために、該強誘電体への
ダメージの加速と、消費電力増大とのデメリットが生じる。そのため、前記熱的脱分極方
法と、前記電気的脱分極方法とは殆ど実際的ではなく、強誘電体デバイスにおいて、分極
処理後の強誘電体の圧電歪と、誘電率と、分極状態と、弾性率とが利用されている。ここ
で、強誘電体デバイスとは、強誘電体を応用したすべてのデバイスのことをいい、圧電デ
バイスと、焦電性デバイスと、容量性強誘電体デバイスと、強誘電体メモリデバイスとを
含む。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特許公開２００８－８５１９４公報
【特許文献２】特許公開２００２－７４９４０公報
【非特許文献】
【０００８】
【非特許文献１】M. J. Higgins, A.Krishnan, M. M. J. Treacy, and S. Bhattacharya,
 “Depoling a ferroelectric capacitor,”Applied Physics Letters, 80, 3373-3375 (
2002)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　前記従来の電気的脱分極方法では、前述強誘電体へのダメージの加速と、消費電力増大
とのデメリットが生じるため、前述強誘電体デバイスおける、所定の圧電歪、あるいは、
誘電率を保持する手段として、脱分極状態を利用することが困難であり、実際的に脱分極
状態を繰り返し利用する強誘電体デバイスの実現ができなかった。そのため、従来の強誘
電体デバイスでは、分極処理後の強誘電体の圧電性と、誘電率と、分極値と、弾性率とが
利用されている。
【００１０】
　そこで、本発明は前述問題点に鑑み、強誘電体の必要最小限の分極反転による、消費電
力と、強誘電体へのダメージとを低減した、効率的かつ効果的な、強誘電体の脱分極方法
を提供する。さらに、前記脱分極方法により、強誘電体の分極状態の残留歪と、圧電歪と
、誘電率と、分極値と、弾性率とに加え、脱分極状態の圧電歪と、誘電率と、分極値と、
弾性率とを備える多機能化・高機能化された強誘電体デバイスを提供する。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　上記目的達成するために、請求項１記載の本発明は、自発分極を示す分極処理が行われ
た分極処理強誘電体の脱分極方法であって、
　分極処理強誘電体の初期状態における、Ｃ／Ｎの単位系で定義される圧電性レベルを測
定する、初期圧電性レベル測定工程と、
　分極処理強誘電体の自発分極が残らない状態の指標である、分極処理強誘電体の圧電性
レベルの目標消失レベル値を設定する設定工程と、
　分極処理強誘電体に、自発分極方向と逆向きの電界を印加する電界印加工程と、
　電界印加工程中における、分極処理強誘電体の分域構造の分極を反転させる分域反転中
における、分極処理強誘電体全体の印加中圧電性レベルを測定する、印加中圧電性レベル
測定工程と、
　分域反転中における印加中圧電性レベルが、目標消失レベル値以下であるかを判定する
判定工程と、
　判定工程において、印加中圧電性レベルが、目標消失レベル値以下である場合に、電界
印加工程での電界印加を停止する停止工程と、を備える、分極処理強誘電体の脱分極方法
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を提供する。
【００１２】
　請求項２記載の本発明は、判定工程において、分域反転中における印加中圧電性レベル
が、目標消失レベル値以上である場合に、
　印加中圧電性レベルが、所定の最低値を示した後において、
　電界印加工程を停止する停止工程と、を更に備える、請求項１記載の分極処理強誘電体
の脱分極方法を提供する。
【００１３】
　請求項３記載の本発明は、判定工程において、分域反転中における印加中圧電性レベル
が、目標消失レベル値以上である場合に、
　印加中圧電性レベルが、所定の最低値を示した後において、
　電界印加工程と逆極性である逆電界を印加する逆電界印加工程と、を、更に備える請求
項１記載の分極処理強誘電体の脱分極方法を提供する。
【００１４】
　請求項４記載の本発明は、逆電界印加工程において、印加中圧電性レベルが、目標消失
レベル値以下である場合に、逆電界印加工程での逆電界印加を停止する停止工程と、を備
える、請求項３記載の分極処理強誘電体の脱分極方法を提供する。
【発明の効果】
【００１６】
本発明の脱分極方法は、強誘電体の分極反転過程において、特定の分域構造で、前記強誘
電体の圧電性が消失、あるいは微弱状態となる現象を利用することを特徴としている。前
記強誘電体の圧電性が消失、あるいは微弱状態となる原因は、該強誘電体の分極反転に伴
う分域成長で、各分域間に生じる競合状態であると考えられる。競合し合う各分域が互い
の成長を制限するために、準安定状態となり、電界の変化に対して、分域構造が変化する
ことができず、その結果として、圧電性が消失、あるいは微弱状態となると考えられるが
、まだ不明の点は多い。なお、強誘電体の脱分極の厳密な規定はなく、本発明における脱
分極状態とは、強誘電体の圧電性が消失、あるいは微弱となる、圧電定数ｄ３３が０ｐＣ
／Ｎ以下の状態を、安定して保持する状態としている。
【００１７】
　ここで、後述の強誘電体における電圧印加時の機械的振動の発生について説明する。分
極処理後の強誘電体は、圧電性と、残留分極とを有する。該残留分極により、該強誘電体
は電気的に自己バイアスされた状態となり、該自己バイアスの状態は外部電界の印加によ
り変化する。接続された負荷に対して電圧調整機能を有する電源を、分極反転に用いた場
合では、電圧印加による前記自己バイアスの変化に伴い、印加電圧の変動と、リップル電
流とが生じ、前記強誘電体の圧電性を介して、前記強誘電体の機械的振動が発生する。前
記機械振動は、強誘電体の物性研究に用いられるアコーステック・エミッション（ＡＥ）
測定において、ノイズ信号として観測されていた。前記機械振動は、微弱であるが、印加
する電圧を０Ｖとした場合でも生じる。高感度振動測定が可能なＡＥ測定では、前記機械
的振動は容易に検出されるために、ＡＥ測定対象である強誘電体の内部で発生するＡＥの
測定の障害となり、電圧印加部にローパスフィルタを用いる方法で、前記機械振動の除去
が提案されている（非特許文献２）。本発明者は、強誘電体におけるＡＥ測定技術と、強
誘電体の分域反転に伴うAE発生現象との詳細な研究から、強誘電体の分極反転中の特定分
域状態で、前述の外部電界印加により生じる機械振動が最低値となることを見出した。さ
らに研究を続け、前記特定分域状態において、該強誘電体の圧電性自体が消失、あるいは
微弱状態となることと、該消失、あるいは微弱状態が、外部電界を取り除いた後にも継続
することを見出し、本発明をなすに至った。
【００１８】
　本発明の脱分極方法によれば、電圧印加による強誘電体の分極反転過程中に、前記強誘
電体を脱分極状態とすることが可能であり、前述の双極性パルス電圧、あるいは交流電圧
を用いた従来の脱分極方法のように、複数回の分極反転と、電圧の繰り返し印加との必要
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がない、必要最小限の分極反転による、消費電力と、強誘電体へのダメージとを抑えた、
効率的かつ効果的な、強誘電体の脱分極方法を提供することができる。さらに、本発明の
脱分極方法により、強誘電体部を電極間に介在させてなる強誘電体デバイスにおいて、前
記強誘電体部の脱分極状態を繰り返し利用することが容易となり、前記強誘電体部の分極
状態の、圧電歪と、残留歪と、誘電率と、分極値と、弾性率とに加え、前記強誘電体部の
脱分極状態の、残留歪と、誘電率と、分極値と、弾性率とを併せ持ち、脱分極状態から分
極状態へ変化したときに生じる前記強誘電体部の残留歪を歪保持に利用することが可能な
、多機能・高機能化された強誘電体デバイスを提供することができる。すなわち、本発明
は強誘電体を応用した強誘電体デバイスの多機能・高機能化に大きな効果を有するもので
ある。
【００１９】
【非特許文献２】H. Aburatani　and K. Uchino,“Acoustic Emission (AE) Measurement
 Technique inPiezoelectric Ceramics”Japanese Journal of Applied Physics， 35， 
516-518(1996)
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】強誘電体の電界（Ｅ）に対する分極（Ｐ）と電界誘起歪（ΔＬ／Ｌ）特性を示す
概念図である。
【図２】本発明にかかる脱分極処理の流れを示すフローチャート図である。
【図３】本発明にかかる強誘電体の脱分極方法の一例を示す図である。（実施例１）
【図４】本発明にかかる分極反転中の印加電界と、振動センサの出力とを表す図である。
（実施例１）
【図５】本発明にかかる脱分極処理中の印加電界と、振動センサの出力とを表す図である
。（実施例１）
【図６】分極処理時のＰＺＴ単板と、本発明による脱分極処理後のＰＺＴ単板とに生じる
、印加電界に対する変位を表す図である。（実施例１）
【図７】印加電圧および、脱分極処理前のＰＺＴ単板と、本発明による脱分極処理後のＰ
ＺＴ単板とに生じる変位を表す図である。（実施例１）
【図８】脱分極処理前と、脱分極処理後とのＰＺＴ単板に生じる物性量の変化を表す図で
ある。（実施例１）
【図９】本発明にかかる強誘電体デバイスの脱分極処理の一例を示す図である。（実施例
２）
【図１０】本発明にかかる強誘電体デバイスの脱分極処理中の検出信号と、ＡＥ測定信号
とを示す図である。（実施例２）
【図１１】本発明による脱分極処理後のユニモルフ型圧電アクチュエータの先端変位を表
す図である。（実施例２）
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　図２は本発明にかかる脱分極処理の流れを示すフローチャート図である。（１）まず脱
分極処理の対象となる強誘電体の、分極反転中の圧電性のレベルを測定し（ステップＳ１
）、該レベルの最低値に基づき、前記強誘電体の圧電性の目標消失レベル値を設定する（
ステップＳ２）。次に、前記強誘電体の分極方向と逆方向の電界が印加されるように設定
された、電圧を印加して分極反転を行い（ステップＳ３）、分極反転中の前記強誘電体の
圧電性のレベルが、前記目標消失レベル値以下に到達するまで、分極反転を行うための電
圧印加を続ける（ステップＳ４）。前記圧電性のレベルが、前記目標消失レベル値以下に
達した場合に、前記分極反転を行うための電圧印加を停止する(ステップＳ５)。（２）一
方、圧電性のレベルが、前記電圧の印加中に最低値を経て、前記目標消失レベル値以上で
あると判定(ステップＳ６)された場合には、前記分極反転のための電圧印加を停止し（ス
テップＳ７）、前記電界と逆向きの電界が印加されるように設定された電圧を印加する（
ステップＳ８）。さらに、前記強誘電体の圧電性のレベルが、前記目標消失レベル値以下
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に達するまで、前記電圧の印加を行い（ステップＳ９）、圧電性のレベルが前記目標消失
レベル値以下に達した場合に、前記電圧の印加を停止する(ステップＳ１０)。
【実施例１】
【００２２】
　以下、図面を参照して、本発明の実施の形態について説明する。図３は本発明にかかる
強誘電体の脱分極方法を実施する脱分極装置の一例（実施例１）を示す。本発明の特徴と
する構成は、脱分極装置に強誘電体の圧電性を検出する手段が備えられた点にある。
【００２３】
　本実施例の強誘電体１は、厚さ０．４ｍｍ、直径１０ｍｍのＰＺＴ系セラミックス単板
であり、強誘電体１の表裏主面には厚さ１μｍの銀電極２，３が形成されている。さらに
、強誘電体１は、図１に矢印Ｐで示すように、厚み方向において分極されている。また、
電極３の電極表面上に振動センサ４を圧接させている。電源５のプラス側を電極２に、電
源５のマイナス側を電極３に接続する。振動センサ４は増幅器６に接続され、増幅器６か
ら出力される電圧信号は、コントローラ７に入力される。さらにコントローラ７は電源５
に接続されている。
【００２４】
　次に、電源５の電圧を上昇（例えば１．０ｋＶ／ｓｅｃ）させて、強誘電体１の分極反
転を行う。前記電圧の印加中、振動センサ４（例えばＡＥセンサ）は、強誘電体１の圧電
性により生じる、強誘電体１の前記機械的振動を、電圧信号に変換し、該電圧信号は増幅
器６で一定の増幅率（例えば８０ｄＢ)で増幅された後、コントローラ７に入力される。
コントローラ７は、前記電圧信号の振幅に基づき、強誘電体１の圧電性のレベルを検出す
る。さらに、該圧電性のレベルの最低値に基づき、強誘電体１の圧電性の目標消失レベル
値を設定する。次に、分極反転中の強誘電体１の圧電性が、前記目標消失レベル値以下に
達した時に、コントローラ７は、電源５の電圧印加を停止させる。
【００２５】
　比較例として、コントローラ７をＯＦＦとしたときの、印加電圧（例えば±８００Vの
三角波）と前記電圧信号を図４に示す。なお、該印加電圧と該電圧信号はオシロスコープ
で測定されているが、図２中には描かれていない。前記電圧信号は、前記印加電圧が±４
８０Ｖになるときに、バックグランドノイズ（ＢＧＮ）レベルの最小値（例えば０．３０
Ｖ）となり、該最小値に対応する前記強誘電体の分域構造が、圧電性の消失、あるいは微
弱状態となる。前記最小値以外の状態では、０Ｖを含む電圧印加中、前記機械振動が検出
されており、該強誘電体が圧電性を有していることがわかる。
【００２６】
　次に、前記圧電性のレベルの最低値に基づき、前記電圧信号における圧電性の目標消失
レベル値（例えば０．３５Ｖ）を設定し、コントローラ７をＯＮとしたときの、分極反転
中の前記印加電圧と前記電圧信号を図５に示す。前記電圧信号が前記目標消失レベル値以
下に達したときに、コントローラ７は前記分極反転のための電圧印加を停止する。前記電
圧信号は、前記電圧の低下中途と、０Ｖに戻した状態とにおいても、前記目標消失レベル
値以下の状態を維持し、強誘電体１の脱分極状態が継続していることが確認される。なお
、前記目標消失レベル値が、前記圧電性のレベルの最小値に近いほど、より圧電性のレベ
ルの低い、脱分極状態が得られる。
【００２７】
　本発明よる脱分極処理を施した前記ＰＺＴ単板の単極性印加電圧に対する電界誘起変位
と、前記ＰＺＴ単板の分極処理時における電界誘起変位とを図６に示す。前記脱分極処理
を施したＰＺＴ単板において、印加電圧が、前記圧電性が消失、あるいは微弱状態となる
電圧まで、変位が誘起されないことがわかる。さらに、分極処理時に生じる０．６５μｍ
の残留変位に対して、前記脱分極処理を施したＰＺＴ単板では０．２０μｍの残留歪が生
じ、分極状態と脱分極状態との間に生じる０．４５μｍの残留変位の差を変位保持に用い
ることが可能である。
【００２８】
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　さらに、図７に示すように、前記目標消失レベル値以下を達成した印加電圧以下の単極
性電圧（例えば４００Ｖ）の繰り返し印加に対しても、前記脱分極処理を施したＰＺＴ単
板では、変位は誘起されず、脱分極状態が達成されていることが確認される。
【００２９】
図８に、脱分極処理前の前記ＰＺＴ単板の物性量を１としたときの、脱分極処理前と、本
発明による脱分極処理後との，前記PZT単板の物性量の比較図を示す。前記ＰＺＴ単板の
変位測定から求めた圧電定数ｄ３３は、脱分極処理前の４３０ｐＣ／Ｎから、脱分極処理
後に変位が生じない０ｐＣ／Ｎへと極端な変化している。同様に、分極反転に伴う反転電
流の計測から求めた残留分極は、脱分極処理前の３０μＣ／ｃｍ２から、１μＣ／ｃｍ２

以下へと変化し、脱分極が効果的に行われていることがわかる。また、比誘電率εは脱分
極処理前の２１５０から、１５５０へと２５％以上の低減を示し、該低減の原因は、前記
競合する分域構造のために、分域構造が変化することができず、誘電的応答が制限される
ためと想像される。さらに、分極処理時に生じる０．６５μｍの残留変位に対して、前記
脱分極処理を施したＰＺＴ単板では、０．２０μｍの残留変位が生じ、分極処理時に生じ
る残留歪の約７０％の０．４５μｍの変位が繰り返し利用可能となる。さらに、焦電性も
、前記残留分極の減少に対応して、分極時の４％以下と大幅に減少している。
【００３０】
　以上の結果から、本発明による脱分極方法では、必要最小限の強誘電体の分極反転によ
り、消費電力と、強誘電体へのダメージとを抑えた、実際的な脱分極処理が可能であるこ
とがわかる。さらに、強誘電体デバイスにおいては、本発明による脱分極方法により、強
誘電体部の脱分極状態を繰り返し利用することが容易となり、前記強誘電体部の分極状態
の、圧電性と、残留歪と、誘電率と、分極値と、焦電性と、弾性率とに加え、前記強誘電
体部の脱分極状態の、残留歪と、誘電率と、分極値と、弾性率とを併せ持ち、脱分極状態
から分極状態へ変化したときに生じる前記強誘電体部の残留歪を、歪保持に利用すること
が可能な、多機能・高機能化された強誘電体デバイスが達成可能であることがわかる。
【００３１】
　なお、前記目標消失レベル値以下の圧電性のレベルが、前記最小値に達する前に、達成
された場合の分域状態は、脱分極処理後の繰り返し印加電界により、反転可能な分域が減
少するため、前記圧電性が消失、あるいは微弱となる分域状態に近づけることができる。
【００３２】
　また、前記圧電性のレベルが、電界の印加中に、前記最小値を経た後に、前記目標消失
レベル値以上に達した場合の分域状態においては、前記分極反転を行う電界の印加を停止
し、前記分極反転を行う電界と逆向きの電界を印加することで、前記分域状態を圧電性が
消失、あるいは微弱となる分域状態に戻し、前記圧電性のレベルを前記目標消失レベル値
以下の状態にすることができる。
【００３３】
　これらの結果から、本発明による強誘電体の脱分極方法においては、該強誘電体の圧電
性のレベルが最低値なる直前の状態から、該最低値までに対応する分域構造を、該強誘電
体に導入することが望ましい。
【００３４】
　強誘電体の圧電性の検出に用いる前記振動センサは、AEセンサに限定されるものではな
く、接触型、あるいは、非接触型の種々の振動センサの使用が可能である。さらに、前記
検出を行う前記強誘電体の部位は、前記強誘電体の表裏主面に限定されものではなく、前
記強誘電体の側端部、あるいは前記強誘電体に弾性的に接続された弾性体の振動を、前記
振動センサにより検出しても良い。また、強誘電体へ流入する電流変化を測定することで
、圧電性検出を行っても良い。さらに、強誘電体の分極反転時の反転電流に基づく流入電
荷量を、圧電性の消失、あるいは微弱状態に対応させることで、圧電性の消失、あるいは
微弱状態を特定しても良い。さらに、印加電圧値と分域状態との関係を予め実験的に求め
ておき、印加電圧値から、圧電性の消失、あるいは微弱状態を、予測するようにしても良
い。
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【００３５】
　前述の強誘電体１の圧電性の検出に用いる振動は、電源５からの前記リップル電流に限
定されるものではなく、分極反転を行うための電圧信号に、前記電圧信号の振幅値と、周
波数とに比べて、小振幅値と、高い周波数とを有する振動励起用電圧信号を重畳した電圧
信号を使用することが可能である。さらに、前記振動励起用電圧信号は正弦波、方形波、
のこぎり波など種々の電圧信号が可能である。また、前記強誘電体は単板形に限定された
ものではなく、積層体、あるいは、基板上に形成された強誘電体であっても良い。
【００３６】
　強誘電体１の圧電性のレベルの前記目標消失レベル値以下の状態は、前記印加電圧の最
大値で達成される必要はなく、前記印加電圧の電圧信号波形と、印加時間とに基づき、前
記印加電圧を減じる過程中に達成されても良い。
【００３７】
　強誘電体１の強誘電体材料は、チタン酸バリウム（ＢＴ系）を主成分とする材料、ジル
コン酸チタン酸鉛（ＰＺＴ系）を主成分とする材料、ニッケルニオブ酸鉛（ＰＮＮ系）を
主成分とする材料、ジルコン酸ランタン鉛（ＰＬＺＴ系）を主成分とする材料、チタン酸
鉛を主成分とする材料、更にはこれらの複合材料等が好適に用いられる。
【実施例２】
【００３８】
　図９は本発明にかかる強誘電体デバイスの一例（実施例２）を示す。本実施例ではユニ
モルフ型圧電アクチュエータの脱分極処理が行われる。前記ユニモルフ型圧電アクチュエ
ータにおいて、強誘電体２１は厚さ０．３ｍｍ、直径２５ｍｍのＰＺＴ系セラミックス単
板であり、強誘電体２１は、図７に矢印Ｐで示すように、厚み方向において分極されてい
る。強誘電体２１の表裏主面には厚さ１μｍの電極２２、２３、２４が形成されている。
電極２４の直径は３．０ｍｍであり、強誘電体部２１の一方の主面全面に形成された電極
を、機械研磨加工により設けられた幅１．０ｍｍの溝により、分割して電極２２と、２４
とが形成される。さらに、厚さ０．３ｍｍｍ、直径３０ｍｍの金属シム２８が、電極２３
の表面上に貼り付けてあり、前記強誘電体デバイスはユニモルフ型圧電アクチュエータの
構造を有する。電極２４と電極２３とが、増幅器２６に接続され、増幅器２６からの電圧
信号はコントローラ２７に入力される。さらに、コントローラ２７は電源２５に接続され
ている。
【００３９】
　ここで、電極２４と電極２３との間にある強誘電体部２１の部位（以下、「検出部」と
称する）は、電極２２と電極２３との間にある強誘電体部２１の部位（以下、「主要部」
と称する）の圧電性の検出に用いられる。強誘電体部２１は、予め、電極２２と電極２３
との間と、電極２４と電極２３との間に、電圧を印加することで分極されている。なお、
前記主要部の分極方向と前記検出部の分極方向は、同じでなくても良い。また、電極２４
の形成方法は、機械研磨加工に限定されるものではなく、真空蒸着法、焼付け電極などの
種々の分割電極形成方法が可能である。また、前記電極２３を前記検出部と前記主要部と
の共通電極とする必要はなく、個別に形成された電極を前記検出部と前記主要部に用いて
も良い。
【００４０】
　次に、前記主要部の圧電性の検出方法と、脱分極処理とについて説明する。前記電圧の
印加中、電極２２と電極２３との間にある強誘電体部２１の分極反転が生じるが、電極２
４は電源２５と接続されていないために、検出部の分極状態は維持される。前記主要部の
圧電性により生じる、前述機械的振動は、強誘電体部２１を介して検出部に伝搬し、前記
検出部の圧電性により、電圧信号に変換される。該電圧信号は増幅器２６（例えばオペア
ンプ）で一定の増幅率（例えば６０ｄB)で増幅された後、コントローラ２７に入力される
。コントローラ２７で、前記電圧信号（以下、検出信号と称する）の振幅に基づき、前記
主要部の圧電性のレベルと、該レベルの最低値とを検出する。さらに、前記検出信号の最
低値に基づき、主要部の圧電性のレベルの目標消失レベル値を設定する。前記圧電性のレ



(9) JP 5667787 B2 2015.2.12

10

20

30

40

ベルが目標消失レベル値以下に達した時に、コントローラ２７は電源２５の電圧印加を停
止させる。具体的には、前記検出信号の振幅が目標消失レベル値以下のレベル（例えば０
．４５Ｖ）に達した時に、電源２５の電圧印加を停止させる。
【００４１】
　図１０に本実施例２における脱分極処理時の、増幅器２６で増幅された前記検出信号と
、比較例として、前記主要部の圧電性を前記ＡＥセンサを用いて測定した場合の電圧信号
（以下、ＡＥ測定信号と称する）との結果を示す。
【００４２】
　前記検出信号は、前記ＡＥ測定信号において圧電性のレベルが最小値となる２３０Ｖ付
近で、前記目標消失レベル値以下のレベルに達する。この結果から、前記主要部の圧電性
のレベルの最低値を、前記検出信号で特定することが可能であることがわかる。
【００４３】
　図１１に前記検出信号を用いて脱分極処理を施した場合の、前記ユニモルフ型圧電アク
チュエータの電圧印加に対する先端変位を示す。実施例１の場合と同様に、分極処理を施
した前記ユニモルフ型圧電アクチュエータは、前記２３０Ｖを閾値電圧として、該閾値電
圧以上の電圧印加に対して、急激な変位を生じる。さらに、電圧を０Ｖとした場合に、脱
分極状態から約１６０μｍの変位保持を続けることが可能であり、機械式高耐圧リレース
イッチなどに応用することが考えられる。
【００４４】
　本実施例では、強誘電体デバイスの強誘電体部の一部分を用いて前記強誘電体部の圧電
性を検出する振動センサが、該強誘電体デバイス中に、構成された。前記振動センサを用
いた脱分極処理の結果は、前記ＡＥセンサを用いた場合と同等であり、以上の結果から、
強誘電体部の一部分を用いて、種々の強誘電体デバイス内に前記圧電性の消失、あるいは
微弱状態を検出する振動センサを容易に構成することが可能であることがわかる。
【００４５】
　なお、本実施例においては、ユニモルフ型圧電アクチュエータを例にとって説明したが
、本発明は上記実施例に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で種々
変更が可能であり、脱分極温度（Ｔｄ）以下で、圧電デバイスと、焦電デバイスと、容量
性強誘電デバイスと、強誘電体メモリデバイスとを含む、全ての強誘電体デバイスに本発
明による脱分極方法の実施が可能である。
【符号の説明】
【００４６】
　１　　強誘電体
　２、３、２２、２３、２４　　電極
　４　　振動センサ
　５、２５　　電源
　６、２６　　増幅器
　７、２７　　コントローラ
　２１　　強誘電体部
　２８　　金属シム
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